
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホームページをご覧ください 日本共産党豊田市議団 

 

  

 

高
橋
の
架
け
替
え
、
４
車
線
化
事

業
の
過
程
に
お
い
て
、
来
年
２
月
か

ら
４
か
月
間
の
通
行
止
め
に
よ
り
、

市
民
生
活
に
大
き
な
影
響
が
出
る
こ

と
が
想
定
さ
れ
る
。 

影
響
を
軽
減
す
る
た
め
に
、
通
行

止
め
期
間
の
短
縮
を
求
め
る
。 

◆
経
緯
と
工
事
概
要 

〇
高
橋
の
架
け
替
え
の
経
緯 

〇
工
事
の
開
始
時
期
、
完
了
時
期 

◆
通
行
止
め
の
判
断
に
つ
い
て 

〇
通
行
止
め
の
理
由 

〇
通
行
止
め
の
必
要
性
は
い
つ
わ
か

っ
た
か 

〇
仮
橋
の
検
討
は 

◆
住
民
意
見
と
情
報
提
供 

〇
通
行
止
め
住
民
に
い
つ
説
明
さ

れ
た
の
か
。 

〇
事
業
計
画
と
工
法
に
つ
い
て
、

関
係
住
民
に
意
見
を
聞
い
た
の

か
。 

◆
渋
滞
の
影
響
の
軽
減 

〇
想
定
さ
れ
る
渋
滞
の
影
響 

〇
通
行
止
め
期
間
短
縮
の
要
望 

    

政
府
が
整
備
を
進
め
る
企
業
主

導
型
保
育
施
設
の
多
く
が
定
員
割

れ
を
起
こ
し
て
い
る
こ
と
が
、
全
国

豊田市１２月定例市議会が１２月７日、開会。会期は、１２月２５日までの１９

日間です。日本共産党の大村よしのり市議、根本みはる市議は一般質問で市民の声

をもとに市政に提起します。（下記日程参照）２人の市議が通告した一般質問の概

要をお伝えします。ぜひ、傍聴にお越し下さい。 

 

◆
所
得
は
低
い
の
に
保
険
税
は
高
い 

現
状 

〇
平
均
保
険
料
の
国
保
と
協
会
健
保

で
比
較 

〇
国
保
と
協
会
健
保
の
保

険
料
の
比
較 

〇
平
均
所
得
金
額
の
国
保
と
協
会
健

保
の
比
較 

〇
国
保
加
入
者
の
構
成

割
合
の
推
移 

◆
健
康
保
険
会
計
に
占
め
る
被
保
険 

者
保
険
料
の
割
合 

◆
子
育
て
支
援
に
逆
行
す
る
均
等
割 

〇
均
等
割
、
平
等
割
と
し
て
徴
収

さ
れ
て
い
る
保
険
税
分 

〇
子
育
て
世
帯
に
た
い
す
る
均
等

割
の
減
免
制
度
を 

◆
低
所
得
者
へ
の
減
免
制
度 

〇
国
保
税
の
納
税
対
象 

〇
介
護
保
険
料
の
減
免
制
度 

〇
国
保
税
の
低
所
得
者
へ
の
減
免 

制
度
の
拡
大
を 

◆
国
保
に
対
す
る
県
補
助
金
に
つ

い
て 

    
◆
教
職
員
の
長
時
間
労
働
の
実 

 

態 

高
す
ぎ
る
国
保
税
は
、
市
民
の
暮
ら

し
を
苦
し
め
、
国
民
健
康
保
険
制
度
の

根
幹
を
揺
る
が
し
て
い
る
。
全
国
知
事

の
主
要
都
市
を
対
象
に
し
た
共
同

通
信
の
調
査
で
明
ら
か
と
な
っ
て

い
る
。 

〇
市
内
の
企
業
主
導
型
保
育
施
設

へ
の
公
費
助
成
の
金
額 

〇
市
内
の
企
業
主
導
型
保
育
施
設

に
対
す
る
市
税
の
軽
減
の
金
額 

◆
公
的
保
育
の
拡
充
と
、
市
の
責
任

で
待
機
児
童
解
消
を 

〇
市
内
の
企
業
主
導
型
保
育
施
設

の
入
所
児
童
数
・
定
員
に
対
す

る
充
足
率 

〇
企
業
主
導
型
保
育
施
設
の
あ
ら

た
な
開
設
希
望
と
定
員 

〇
企
業
主
導
型
保
育
施
設
が
増
え

る
こ
と
に
よ
り
、
待
機
児
童
解
消

が
期
待
で
き
る
の
か 

    

 
〇
在
校
時
間
の
こ
の
間
の
推
移 

〇
授
業
時
間
の
拡
大
の
推
移 

〇
小
学
校
の
教
員
で
１
人
あ
た
り

の
授
業
負
担 

〇
小
学
校
の
英
語
授
業(

外
国
語

活
動)

の
コ
マ
数 

◆
業
務
改
善
に
よ
る
労
働
時
間

の
削
減 

◆
教
員
の
拡
大
と
非
正
規
教
職
員

の
正
規
化
に
つ
い
て 

〇
正
規
教
員
、
非
正
規
教
員
の
各

人
数
と
割
合
。
非
正
規
教
員
の

教
員
経
験
年
数 

〇
非
正
規
教
員
か
ら
正
規
教
員
に

な
る
場
合
の
教
職
経
験
の
尊
重 

〇
教
員
定
数
の
拡
大
、
正
規
教
員

の
拡
大
の
国
・
県
へ
の
要
請 

会
、
全
国
市
長
会
、
全
国
町
村
会
な
ど

の
地
方
団
体
は
、
国
保
を
持
続
可
能
と

す
る
た
め
に
は
、
「
被
用
者
保
険
と
の

格
差
を
縮
小
す
る
よ
う
な
、
抜
本
的
な

財
政
基
盤
の
強
化
が
必
要
」
と
主
張
し

て
い
る
。
国
民
健
康
保
険
税
の
負
担
軽

減
を
提
起
す
る
。 

 
  

  

 

 

大村よしのり市議 

 

 

根本みはる市議 





衆議院議長 殿 

参議院議長 殿                  

年  月  日 

消費税増税の中止を求める請願 
 
[請願趣旨] 
安倍首相は、２０１９年１０月から消費税を１０％に増税するとしています。今でさえ、深刻

な消費不況が続いています。「賃金が減っている」「年金が減ったのに、医療も介護も負担

が重すぎる」――消費税大増税路線、大企業優遇の「アベノミクス」で、格差と貧困は拡大

する一方です。「アベノミクス」の失政は、経済と財政に深刻な影響を与えています。 

いまこそ、税金の集め方、使い方を切りかえる時です。 

「社会保障や財政再建のため」と国民を欺き、所得の少ない人ほど負担が重い消費税増

税ではなく、巨額の富を蓄えている大富豪や大企業に応分の負担を求める税制に見直す

べきです。大軍拡や大型開発中心の予算にメスを入れ、税金は社会保障、若者、子育て支

援などに優先して使うべきです。そうすれば、格差と貧困を是正することができ、景気の回

復にも役立ちます。その道こそ、日本国憲法を生かした経済政策ではないでしょうか。 

以上の趣旨から、次のことを請願します。 

 
[請願事項] 

１、消費税１０％への引き上げは、きっぱり中止すること 

 
   氏   名             住         所 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
 

消費税廃止各界連絡会【取り扱い団体                】 


